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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回   次
第75期
第２四半期
連結累計期間

第76期
第２四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自2015年４月１日
至2015年９月30日

自2016年４月１日
至2016年９月30日

自2015年４月１日
至2016年３月31日

売上収益
(百万円)

171,246 156,450 341,576

（第２四半期連結会計期間） (85,596) (77,583)  

税引前四半期利益又は税引前利益 (百万円) 10,690 10,402 15,549

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 (百万円)
4,547 4,159 5,677

（第２四半期連結会計期間） (1,380) (2,595)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
(百万円) △2,071 △6,743 △7,497

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 166,052 151,220 159,295

資産合計 (百万円) 264,712 241,496 257,065

基本的１株当たり四半期（当期）

利益 (円)
61.48 56.23 76.75

（第２四半期連結会計期間） (18.67) (35.09)  

希薄化後１株当たり四半期（当期）

利益
(円) － － －

親会社の所有者に帰属する持分比率 (％) 62.7 62.6 62.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 18,400 12,023 30,791

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △8,223 △7,932 △9,903

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △5,231 △4,442 △9,662

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(百万円) 33,925 37,581 39,515

（注）１　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２　百万円未満を四捨五入しております。

３　売上収益には、消費税等は含まれておりません。

４　希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５　上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づい

ております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年９月30日まで）の売上収益は、1,564億５千万円と前

年同期に比べ147億９千６百万円の減収となりました。二輪車・汎用製品では391億３千９百万円と前年同期に比

べ48億６千８百万円の減収、四輪車製品では1,173億１千１百万円と前年同期に比べ99億２千８百万円の減収と

なりました。利益においては、減価償却費の増加や為替影響などはあるものの、合理化効果などにより、営業利

益は121億９千２百万円と前年同期に比べ、９億８千４百万円の増益となりました。親会社の所有者に帰属する

四半期利益は、為替差損の影響などにより、３億８千８百万円減益の41億５千９百万円となりました。

 

セグメント別売上収益の状況

（日 本）

　二輪車・汎用製品は、国内や南米向け製品の販売が減少しました。四輪車製品は、国内での販売増加に加え、

中国や欧州での空調用熱交換器領域の販売が増加しました。全体では販売は増加となりました。

　しかしながら、為替換算上の減収影響により、売上収益は614億１千２百万円と前年同期に比べ29億９千３百万

円の減収となりました。

（米 州）

　二輪車・汎用製品は、南米での販売が減少しました。四輪車製品は、北米での販売が減少しました。

　これらに加え、為替換算上の減収影響により、売上収益は548億２千１百万円と前年同期に比べ105億３千６百

万円の減収となりました。

（アジア）

　二輪車製品は、主にインドネシアやベトナム、インドでの販売が増加しました。四輪車製品はタイやインドネ

シアなどで販売が増加しました。

　しかしながら、為替換算上の減収影響により、売上収益は466億２千万円と前年同期に比べ48億８千９百万円の

減収となりました。

（中 国）

　二輪車・汎用製品や四輪車製品の販売が増加しました。

　しかしながら、為替換算上の減収影響により、売上収益は335億７千２百万円と前年同期に比べ29億９千５百万

円の減収となりました。

 

（注）１　セグメント別売上収益は、セグメント間の内部売上収益を含んでおります。

　　　２　第１四半期連結累計期間よりセグメント区分を変更しており、セグメント別売上収益は、変更後のセ

　　　　グメント区分に組み替えて前年同期と比較しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　要約四半

　　　　期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　５　セグメント情報　(１)報告セグメントの概要」を

　　　　ご参照ください。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物（以下、「資金」）の残高は、375億８千１百万円と、前連

結会計年度末に比べ19億３千４百万円の減少となりました。

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況と、その前年同期に対する各キャッシュ・フローの増

減状況は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果増加した資金は、法人所得税の支払額や棚卸資産の増加な

どはあるものの、税引前四半期利益や減価償却費及び償却費などにより、120億２千３百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・インフローは、前年同期に比べ63億７千７百万円の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果減少した資金は、有形固定資産及び無形資産の取得などに

より、79億３千２百万円となりました。

投資活動によるキャッシュ・アウトフローは、前年同期に比べ２億９千万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果減少した資金は、配当金の支払いや借入金の減少などによ

り、44億４千２百万円となりました。

財務活動によるキャッシュ・アウトフローは、前年同期に比べ７億８千９百万円の減少となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間における当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、前事業年度

の有価証券報告書に記載した内容に関し、重要な変更や新たに生じた事項はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発活動にかかる費用の総額は、99億９千９百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 生産、受注及び販売実績

当第２四半期連結累計期間の生産、受注及び販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

その内容等については、「(1) 業績の状況」をご参照ください。

セグメントの名称
生産高

（百万円）

前年同期

増減率（％）

受注高

（百万円）

前年同期

増減率（％）

販売高

（百万円）

前年同期

増減率（％）

日　　　本 67,391 △2.8 63,550 △2.1 61,412 △4.6

米　　　州 68,230 △15.6 55,372 △15.8 54,821 △16.1

ア　ジ　ア 52,004 △8.8 47,652 △8.6 46,620 △9.5

中　　　国 34,662 △9.6 33,025 △11.3 33,572 △8.2

合　　　計 222,288 △9.5 199,599 △9.3 196,425 △9.8
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2016年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2016年11月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 73,985,246 73,985,246
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数　100株

計 73,985,246 73,985,246 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

（百万円）

2016年７月１日～

2016年９月30日
－ 73,985 － 6,932 － 7,941
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(6)【大株主の状況】

  2016年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 30,581,115 41.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,868,500 3.88

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,938,961 2.62

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,584,300 2.14

ステート ストリート バンク アンド ト

ラスト カンパニー

(常任代理人　香港上海銀行東京支店)

ONE LINCOLN STREET,BOSTON MA UNITED

STATES OF AMERICA 02111

(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

1,170,833 1.58

ステート ストリート バンク アンド ト

ラスト カンパニー ５０５１０３

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部)

P.O.BOX 351 BOSTON,MASSACHUSETTS

02101,UNITED STATES OF AMERICA

(東京都港区港南二丁目15番１号　品川

インターシティＡ棟)

1,052,953 1.42

ケーヒン取引先持株会 東京都新宿区西新宿一丁目26番２号 1,022,400 1.38

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 846,300 1.14

ザ バンク オブ ニューヨーク　１３３

５２２

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部)

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000

BRUSSELS,BELGIUM

(東京都港区港南二丁目15番１号　品川

インターシティＡ棟)

813,185 1.10

シービーエヌワイ デイエフエイ イン

ターナショナル スモール キャップ バ

リュー ポートフォリオ

(常任代理人　シティバンク銀行株式会

社)

388 GREENWICH STREET, NY, NY

10013,UNITED STATES OF AMERICA

(東京都新宿区新宿六丁目27番30号)

734,300 0.99

計 － 42,612,847 57.60

（注）１　上記大株主の所有株式数のうち、信託業務に係る株式として当社が把握しているものは次のとおりでありま
す。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　2,868,500株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　1,584,300株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）　　　　846,300株
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２　2016年９月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有（変更）報告書において、テンプルトン・インベス

トメント・カウンセル・エルエルシーほか３名の共同保有者が、2016年８月31日現在で以下のとおり当社の

株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有

株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有（変更）報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

テンプルトン・インベストメント・カ

ウンセル・エルエルシー

アメリカ合衆国　33301、フロリダ州、

フォート・ローダデイル、セカンドス

トリート、サウスイースト300

958,482 1.30

フランクリン・テンプルトン・インベ

ストメンツ・コープ

カナダ　M2N OA7、オンタリオ州、トロ

ント、スイート1200、ヤング・スト

リート5000

560,580 0.76

テンプルトン・アセット・マネジメン

ト・リミテッド

シンガポール共和国　038987、サン

テック・タワー・ワン ＃38-03、テマ

セク・ブルヴァール７

570,100 0.77

フランクリン・テンプルトン・インベ

ストメンツ（アジア）リミテッド

香港、セントラル、コノートロード

８、ザ チャーターハウス17階
154,300 0.21

 

 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2016年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式       26,100 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式   73,931,700 739,317 －

単元未満株式 普通株式       27,446 － －

発行済株式総数 73,985,246 － －

総株主の議決権 － 739,317 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が20株含まれております。

 

②【自己株式等】

 2016年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

株式会社ケーヒン
東京都新宿区西新宿一丁目

26番２号
26,100 － 26,100 0.04

計 － 26,100 － 26,100 0.04
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2016年７月１日から2016

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年９月30日まで）に係る要約四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1)【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前連結会計年度
（2016年３月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（2016年９月30日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  39,515  37,581

営業債権及びその他の債権  54,932  47,919

その他の金融資産 ８ 1,203  1,878

棚卸資産  44,783  44,707

その他の流動資産  2,547  2,707

流動資産合計  142,980  134,792

 

非流動資産
    

有形固定資産  95,956  89,103

無形資産  6,560  6,243

営業債権及びその他の債権  242  244

その他の金融資産 ８ 4,947  4,656

退職給付に係る資産  4  1

繰延税金資産  4,130  3,778

その他の非流動資産  2,247  2,679

非流動資産合計  114,085  106,704

資産合計  257,065  241,496
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（単位：百万円）

 

 注記
前連結会計年度
（2016年３月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（2016年９月30日）

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  53,267  50,486

借入金 ８ 9,984  8,445

その他の金融負債 ８ 514  779

未払法人所得税等  1,272  1,588

引当金  293  369

その他の流動負債  740  506

流動負債合計  66,068  62,173

 

非流動負債
    

借入金 ８ 563  253

その他の金融負債  120  105

退職給付に係る負債  2,982  3,028

引当金  175  172

繰延税金負債  3,368  3,249

その他の非流動負債  1,267  1,135

非流動負債合計  8,476  7,941

負債合計  74,544  70,114

 

資本
    

資本金  6,932  6,932

資本剰余金  9,524  9,524

利益剰余金  133,029  135,856

自己株式  △38  △38

その他の資本の構成要素  9,847  △1,054

親会社の所有者に帰属する持分合計  159,295  151,220

非支配持分  23,226  20,162

資本合計  182,521  171,382

負債及び資本合計  257,065  241,496
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(2)【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

売上収益 ５ 171,246  156,450

売上原価  △145,123  △130,725

売上総利益  26,123  25,725

     

販売費及び一般管理費  △14,906  △13,867

その他の収益  235  433

その他の費用  △243  △99

営業利益 ５ 11,209  12,192

     

金融収益  250  187

金融費用  △769  △1,977

税引前四半期利益  10,690  10,402

     

法人所得税費用  △5,048  △5,142

四半期利益  5,641  5,260

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  4,547  4,159

非支配持分  1,094  1,102

四半期利益  5,641  5,260

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ６ 61.48  56.23
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

売上収益 ５ 85,596  77,583

売上原価  △73,268  △64,960

売上総利益  12,327  12,623

     

販売費及び一般管理費  △7,374  △6,913

その他の収益  81  143

その他の費用  △66  △70

営業利益 ５ 4,969  5,784

     

金融収益  105  88

金融費用  △789  △174

税引前四半期利益  4,284  5,698

     

法人所得税費用  △2,268  △2,572

四半期利益  2,016  3,126

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  1,380  2,595

非支配持分  636  531

四半期利益  2,016  3,126

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ６ 18.67  35.09
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(3)【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

四半期利益  5,641  5,260

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産の利得及び損失
 △1,848  △194

純損益に振り替えられることのない

項目合計
 △1,848  △194

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  △6,104  △12,808

純損益に振り替えられる可能性の

ある項目合計
 △6,104  △12,808

税引後その他の包括利益  △7,952  △13,002

四半期包括利益  △2,311  △7,742

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  △2,071  △6,743

非支配持分  △240  △999

四半期包括利益  △2,311  △7,742

 

【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

四半期利益  2,016  3,126

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産の利得及び損失
 △1,856  339

純損益に振り替えられることのない

項目合計
 △1,856  339

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  △7,549  △1,791

純損益に振り替えられる可能性の

ある項目合計
 △7,549  △1,791

税引後その他の包括利益  △9,405  △1,452

四半期包括利益  △7,389  1,674

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  △6,591  1,407

非支配持分  △798  267

四半期包括利益  △7,389  1,674
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(4)【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

期首残高  6,932 9,524 128,126 △37

四半期包括利益      

四半期利益  － － 4,547 －

その他の包括利益  － － － －

四半期包括利益合計  － － 4,547 －

所有者との取引等      

配当 ７ － － △1,257 －

自己株式の取得  － － － △1

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 － － 1 －

所有者との取引等合計  － － △1,257 △1

期末残高  6,932 9,524 131,416 △38

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

その他の
包括利益を
通じて公正
価値で測定
される金融
資産の利得
及び損失

在外営業
活動体の
換算差額

合計

期首残高  8,051 16,785 24,836 169,381 26,230 195,611

四半期包括利益        

四半期利益  － － － 4,547 1,094 5,641

その他の包括利益  △1,848 △4,769 △6,618 △6,618 △1,335 △7,952

四半期包括利益合計  △1,848 △4,769 △6,618 △2,071 △240 △2,311

所有者との取引等        

配当 ７ － － － △1,257 △2,722 △3,980

自己株式の取得  － － － △1 － △1

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 △1 － △1 － － －

所有者との取引等合計  △1 － △1 △1,258 △2,722 △3,981

期末残高  6,201 12,016 18,217 166,052 23,267 189,319
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当第２四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

（単位：百万円）
 

 注記
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

期首残高  6,932 9,524 133,029 △38

四半期包括利益      

四半期利益  － － 4,159 －

その他の包括利益  － － － －

四半期包括利益合計  － － 4,159 －

所有者との取引等      

配当 ７ － － △1,331 －

自己株式の取得  － － － △0

所有者との取引等合計  － － △1,331 △0

期末残高  6,932 9,524 135,856 △38

 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

その他の
包括利益を
通じて公正
価値で測定
される金融
資産の利得
及び損失

在外営業
活動体の
換算差額

合計

期首残高  2,863 6,985 9,847 159,295 23,226 182,521

四半期包括利益        

四半期利益  － － － 4,159 1,102 5,260

その他の包括利益  △194 △10,707 △10,902 △10,902 △2,100 △13,002

四半期包括利益合計  △194 △10,707 △10,902 △6,743 △999 △7,742

所有者との取引等        

配当 ７ － － － △1,331 △2,066 △3,397

自己株式の取得  － － － △0 － △0

所有者との取引等合計  － － － △1,331 △2,066 △3,397

期末残高  2,668 △3,723 △1,054 151,220 20,162 171,382
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(5)【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  10,690  10,402

減価償却費及び償却費  8,507  8,231

減損損失  18  21

受取利息及び受取配当金  △250  △187

支払利息  254  167

固定資産売却損益（△は益）  △19  △20

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  4,350  1,515

棚卸資産の増減額（△は増加）  △997  △4,091

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  1,964  334

引当金の増減額（△は減少）  3  90

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  △606  202

その他  △917  △301

小計  22,997  16,364

利息の受取額  157  114

配当金の受取額  70  79

利息の支払額  △268  △171

法人所得税の支払額  △4,557  △4,361

営業活動によるキャッシュ・フロー  18,400  12,023

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額（△は増加）  △221  △808

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △8,114  △7,360

有形固定資産及び無形資産の売却による収入  39  80

貸付けによる支出  △197  △164

貸付金の回収による収入  234  240

その他  36  80

投資活動によるキャッシュ・フロー  △8,223  △7,932

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  268  △554

長期借入金の返済による支出  △1,426  △264

親会社の所有者への配当金の支払額 ７ △1,257  △1,331

非支配持分への配当金の支払額  △2,722  △2,066

自己株式の取得による支出  △1  △0

その他  △92  △226

財務活動によるキャッシュ・フロー  △5,231  △4,442

現金及び現金同等物に係る換算差額  △316  △1,583

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  4,631  △1,934

現金及び現金同等物の期首残高  29,295  39,515

現金及び現金同等物の四半期末残高  33,925  37,581
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ケーヒン（以下、「当社」）は日本に所在する企業であります。当社グループの要約四半期連結財務

諸表は、2016年９月30日を期末日とし、当社及びその連結子会社により構成されております。当社グループは、

自動車部品の製造販売を主な事業としております。

 

 

２．作成の基礎

(1）IFRSへの準拠

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、国際会計基準審議会によって公表された国際会計基準（以下、

「IFRS」）に準拠して作成しております。当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する

規則」（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満たし

ているため、同第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求される全ての情報は含まれていないため、

前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

　本要約四半期連結財務諸表は、2016年11月８日に取締役会によって発行の承認がなされております。

 

(2）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を四捨五入しております。

 

３．重要な会計方針

　本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において

適用した会計方針と同一であります。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額

に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定をしております。ただし、実際の業績は、これらの見積りとは異な

る結果となる可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更による影響は、その見積

りを変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識しております。

　経営者が行った要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度と同

様であります。
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５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、主に自動車部品の生産・販売を行っており、地域性を重視した経営組織と生産・販売体制を基礎と

した「日本」、「米州」、「アジア」及び「中国」の４つを報告セグメントとしております。

　従来、株式会社ケーヒン・サーマル・テクノロジーグループ５社は、自動車空調用熱交換器事業として日本

で管理していたため、「日本」セグメントに含めておりましたが、第１四半期連結累計期間より、５社のうち

北米とタイの２社について、空調事業の生産拠点と地域本部との連携強化のため、米州及びアジアの地域本部

で管理することとしたため、それぞれ「米州」セグメント、「アジア」セグメントに含めております。このセ

グメント区分の変更に伴い、前第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結会計期間のセグメント情報につ

いても組み替えて表示しております。

　また、欧州地域における事業は、地域統括部門を設置せずに日本で管理しているため、「日本」セグメント

に含めております。

 

(2）セグメント収益及び業績

　当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

 

報告セグメント
調整額
(百万円)

連結
(百万円)日本

(百万円)
米州
(百万円)

アジア
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

売上収益        

外部顧客への売上収益 32,127 62,662 43,983 32,474 171,246 － 171,246

セグメント間の内部売上収益 32,279 2,694 7,525 4,092 46,591 △46,591 －

計 64,406 65,356 51,508 36,567 217,837 △46,591 171,246

営業利益又は損失（△） △296 1,989 5,531 3,158 10,383 826 11,209

金融収益 － － － － － － 250

金融費用 － － － － － － △769

税引前四半期利益 － － － － － － 10,690

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、独立企業間価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。また、営業利益又は損失（△）の調整額

は、棚卸資産及び固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

 

報告セグメント
調整額
(百万円)

連結
(百万円)日本

(百万円)
米州
(百万円)

アジア
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

売上収益        

外部顧客への売上収益 33,042 51,321 41,715 30,372 156,450 － 156,450

セグメント間の内部売上収益 28,370 3,500 4,905 3,199 39,974 △39,974 －

計 61,412 54,821 46,620 33,572 196,425 △39,974 156,450

営業利益又は損失（△） △1,424 2,517 5,588 3,359 10,040 2,152 12,192

金融収益 － － － － － － 187

金融費用 － － － － － － △1,977

税引前四半期利益 － － － － － － 10,402

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、独立企業間価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。また、営業利益又は損失（△）の調整額

は、棚卸資産及び固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。
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前第２四半期連結会計期間（自　2015年７月１日　至　2015年９月30日）

 

報告セグメント
調整額
(百万円)

連結
(百万円)日本

(百万円)
米州
(百万円)

アジア
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

売上収益        

外部顧客への売上収益 16,430 31,982 21,211 15,973 85,596 － 85,596

セグメント間の内部売上収益 17,691 1,403 3,994 2,032 25,120 △25,120 －

計 34,121 33,385 25,205 18,005 110,716 △25,120 85,596

営業利益又は損失（△） 1,193 1,284 2,673 1,556 6,707 △1,738 4,969

金融収益 － － － － － － 105

金融費用 － － － － － － △789

税引前四半期利益 － － － － － － 4,284

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、独立企業間価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。また、営業利益又は損失（△）の調整額

は、棚卸資産及び固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。

 

当第２四半期連結会計期間（自　2016年７月１日　至　2016年９月30日）

 

報告セグメント
調整額
(百万円)

連結
(百万円)日本

(百万円)
米州
(百万円)

アジア
(百万円)

中国
(百万円)

計
(百万円)

売上収益        

外部顧客への売上収益 16,800 24,176 20,891 15,716 77,583 － 77,583

セグメント間の内部売上収益 14,903 2,020 2,511 1,727 21,161 △21,161 －

計 31,703 26,196 23,401 17,443 98,744 △21,161 77,583

営業利益又は損失（△） △685 1,063 2,685 1,857 4,920 864 5,784

金融収益 － － － － － － 88

金融費用 － － － － － － △174

税引前四半期利益 － － － － － － 5,698

（注）１　セグメント間の内部売上収益は、独立企業間価格に基づいております。

２　売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益であります。また、営業利益又は損失（△）の調整額

は、棚卸資産及び固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。
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６．１株当たり利益

　基本的１株当たり四半期利益及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

　なお、希薄化効果を有する潜在的普通株式はありません。

 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 4,547  4,159

    

期中平均普通株式数（株） 73,959,616  73,959,166

    

基本的１株当たり四半期利益（円） 61.48  56.23

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2016年７月１日
至　2016年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 1,380  2,595

    

期中平均普通株式数（株） 73,959,478  73,959,139

    

基本的１株当たり四半期利益（円） 18.67  35.09

 

７．配当金

 

前第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2015年６月19日

定時株主総会
普通株式 1,257 17 2015年３月31日 2015年６月22日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　 末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2015年11月10日

取締役会
普通株式 1,331 18 2015年９月30日 2015年11月30日 利益剰余金

 

 

当第２四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年９月30日）

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2016年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,331 18 2016年３月31日 2016年６月27日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　 末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2016年11月８日

取締役会
普通株式 1,479 20 2016年９月30日 2016年11月28日 利益剰余金
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８．金融商品の公正価値

　本項において、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産を「FVTPL金融資産」、その他の包括利益を通

じて公正価値で測定される金融資産を「FVTOCI金融資産」、また、純損益を通じて公正価値で測定される金融負

債を「FVTPL金融負債」と記載しております。

 

(1）帳簿価額と公正価値

　長期借入金（１年内返済予定の残高を含む）の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

　なお、長期借入金を除く償却原価で測定される金融商品については、短期間で決済されるため、帳簿価額が

公正価値の合理的な近似値となっていることから以下の表には含めておりません。

　また、経常的に公正価値で測定する金融商品についても、公正価値は帳簿価額と一致することから以下の表

には含めておりません。

 

 
 

前連結会計年度

（2016年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間

（2016年９月30日）

  帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

長期借入金  1,127百万円  1,130百万円  758百万円  760百万円

 

　公正価値は元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。

 

(2）公正価値測定

　公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価

値測定額をレベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値
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　以下の表にある「デリバティブ（資産）」、「資本性金融商品」、「デリバティブ（負債）」は、要約四

半期連結財政状態計算書上、それぞれ「その他の金融資産（流動）」、「その他の金融資産（非流動）」、

「その他の金融負債（流動）」に含めて表示しております。

 

前連結会計年度（2016年３月31日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

FVTPL金融資産        

デリバティブ －  112  －  112

FVTOCI金融資産        

資本性金融商品 4,686  －  262  4,947

合計 4,686  112  262  5,059

負債：        

FVTPL金融負債        

デリバティブ －  37  －  37

合計 －  37  －  37

 

当第２四半期連結会計期間（2016年９月30日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

FVTPL金融資産        

デリバティブ －  100  －  100

FVTOCI金融資産        

資本性金融商品 4,397  －  259  4,656

合計 4,397  100  259  4,756

負債：        

FVTPL金融負債        

デリバティブ －  6  －  6

合計 －  6  －  6

 

　表示している各期間において、公正価値ヒエラルキーのレベル間の資産又は負債の振替はありません。

 

　レベル２の金融商品は、為替予約であります。為替予約の公正価値は、取引先金融機関等から提示された価

格を用いて算定しております。

　レベル３の主な金融商品は、日本の非上場会社によって発行された株式です。非上場株式の公正価値は、

マーケット・アプローチに基づき、類似上場会社比較法（類似上場会社の市場株価に対する各種財務数値の倍

率を算定し、必要な調整を加える方法）を用いて算定しております。レベル３に区分された金融資産の公正価

値の測定に関する観察不能なインプットは株価収益倍率であり、類似上場会社比較法による計算にあたって

は、継続的に複数の類似上場会社を比較対象とするとともに非流動性のディスカウントも考慮に入れておりま

す。

 

９．後発事象

　該当事項はありません。
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２【その他】

　　　 2016年11月８日開催の取締役会において、2016年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録

株式質権者に対して行う中間配当につき、次のとおり決議されました。

 

①中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　1,479百万円

②１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　 20円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日　　 2016年11月28日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2016年11月８日

株式会社ケーヒン

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高田　慎司　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日置　重樹　㊞

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケーヒ

ンの2016年４月１日から2017年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2016年７月１日から2016年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、株式会社ケーヒン及び連結子会社の2016年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期

連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 
　(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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